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事 業 概 要

埼玉県では、働き方改革に取り 組む県内企業に専門知識を持つアド バイ ザーを派遣し 、企

業が抱える課題解決の支援をしています。

本事例集では、令和 6 年度に実施した伴走型支援コ ースに参加し 、集中支援を受けて働

き方改革に取り 組んだ 1 6 社の好事例をご紹介します。

伴走型支援コ ースは企業診断や組織活力の分析により 課題を抽出し 、５ 回のコンサルティ

ングにより、課題解決までを支援するも のです。

令和６ 年度は「 仕事と 育児・ 介護と の両立」「 同一労働同一賃金・ 女性の職域拡大」「 長

時間労働の見直し 」を支援テーマとして実施しまし た。　

働 き 方 改 革 推 進 企 業

曙機械工業 株式会社

社会福祉法人 一心会

社会福祉法人 昴

撫でし 子 株式会社

株式会社 ホウユウ

和光建設 株式会社
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同一労働同一賃金・ 女性の職域拡大

製造業

医療・ 福祉

医療・ 福祉

医療・ 福祉

サービス業

建設業

長時間労働の見直し

毛塚電気工事 株式会社

昌和倉庫運輸 株式会社

千代田工営 株式会社

有限会社 美光

山口庭園
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仕事と 育児・ 介護と の両立

株式会社 山水花園

株式会社 梨木建設

服部地質調査 株式会社

　 　 　 　  本庄保育園

株式会社 M i o
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設　 　 立／1 9 4 7 年　 従業員数／8 名(女性2 名　 男性6 名)

事業案内／土木工事業

　 建設業においても 女性の活躍が期待さ れるなか、女性

にとって働きやすい職場環境を 整えること で、優れた人材

の確保につながり 、企業の成長・ 発展が促進さ れること を

期待し ています。

• 一般事業主行動計画の実施計画に基づいた産休育休お

よび看護休業を検討し 、く るみんの申請に向けた基盤が

整った。

• 会社独自の休暇制度（ 入卒業休暇、学校行事等休暇、通

院休暇（ 短時間）制度などを導入し 、育児と の両立を実現

し やすい環境と なった。

• 女性社員の積極採用など女性活躍についても 整備する

意向である。• 労働環境、労務管理などに対し て現状の棚卸し を 行い、

社員が気持ちよく 働ける制度を検討。

• 育児休業の他、介護や看護休業についても 並行し て整

備を進めた。

• 企業のアピ ールポイ ント とし て一般事業主行動計画を

策定し 、行動計画の期間内達成に向けた施策を実施する

よう 推進。

• 人材（ 特に女性人材）の確保が難し い状況である。

• 育児休業取得を 推奨し ているが、社内・ 社外への効果的

な認知が進んでいない。

• 人材確保に向けた多様な働き 方の導入や女性活躍、高

齢者活躍制度の導入。

株式会社 梨木建設 （ 飯能市）

課 題

女性人材の確保に向けた労働環境の見直し

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

建設業

設　 　 立／2 0 0 9 年　 従業員数／1 2 名(女性6 名　 男性6 名)

事業案内／生花卸売業

　 支援を 受けら れていない方には是非利用を お薦めし た

いと 感じ ています。初めて導入する制度でし たが、スムー

ズに導入ができ 、事業全体のスピ ード が上がる感じ がし ま

し た。

• テレワーク 人材の受け入れは、制度整備が進んだこ と

で、会社・ 応募者双方と も 齟齬なく 進めること ができた。

• 今後は、テレワーク の対象業務を 拡大し 、働き やすさ や

モチベーショ ンの維持・ 向上を 図るとと も に、将来的に会

社を 支える人材の育成までを 視野に入れて取り 組んで

いく 。

• 喫緊の課題と なっているテレワーク 制度の導入に向け、

新たな労働条件通知書の作成が必要と なるため、各記

載項目について具体的に検討を行った。

• 労働時間はみなし 労働時間制とし 、給与は月給制を基本

とし つつ、固定給プラ スインセンティ ブを 導入。テレワー

ク の特殊性を考慮し 、テレワーク規程の追加を検討し た。

• 会社の営業拡大を 目指すための、(SN S・ ホームページ・

ECサイト の管理運営を主と する)テレワーク人材採用。

• 当社に適し た働き 方を 実現するための効果的な制度の

導入。

• 多様な働き 方に対応する制度整備や就業規則の見直し

に合わせ、社内様式の整備も 進めていく 。

株式会社 山水花園　（ 川島町）

課 題

新たな働き方としてテレワーク制度の新設と 導入

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

卸売業仕
事
と
育
児
・
介
護
と
の
両
立

2



設　 　 立／1 9 5 8 年　 従業員数／2 2 名(女性2 1 名　 男性1 名)

事業案内／保育園の運営

　 伴走型支援を 受け、課題であった育休取得復帰後の勤

務体制における職員の働き やすさ の改善につながったと

思います。

　 今後は、働き 方に応じ た処遇の改善に取り 組んでいきた

いです。

• 育児休業を 取得し やすい職場になり 、互いに助け合う こ

と で、働きやすい環境がさらに整った。

• 職場の魅力を PRすること で、「 働きやすい」「 長く 働ける」

と いった点が伝わり 、人材確保につながる。

• 制度の充実に伴い、就業規則の見直し や助成金の活用

も 可能になる。

• 育児休業を 取得する職員が多いため、仕事と 育児の両

立を 支援するための職場環境のさ ら なる改善策の検討

を始めた。

• 既存の休暇制度は十分活用さ れているため、新たな休

暇制度の導入ではなく 、職場の納得感を 高めるため、育

休などの代替業務を 担う 職員に業務代替者手当を 支給

する制度を導入する。

• 育児により 就業時間に制約が出る職員をフォローするた

めに、シフト 編成に偏り が生じ ていた。

• ワークラ イフ バランスを 考慮し 、新たな社員制度の導入

など、多様な働き方の検討が必要だと 感じ ている。

• 制度改定に活用できる助成金の存在を 把握でき ていな

かった。

社会福祉法人 本庄福祉会 本庄保育園 （ 本庄市）

課 題

育児休業取得に対応した新し い手当制度の導入

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

医療・ 福祉

設　 　 立／1 9 7 0 年　 従業員数／1 5 名(女性7 名　 男性8 名)

事業案内／地質調査、測定、試験

学術研究

　 私ども はこ の支援の機会を受け、当社に合う 今の時代の

課題や取り 組みに改めて気づき 向き 合う こと ができ まし

た。現実化できること を前に進めていきたいと 思います。

• 柔軟な働き方の導入に向け、①労働時間 ②D X化 ③テレ

ワーク制度 ④休暇制度などの改訂・ 新設の方向性が具体

化し 、次のステッ プとし て就業規則の改訂へ進めている。

•「 組織活力分析」の結果を も と に、労働環境の向上やコ

ミ ュニケーショ ン強化に取り 組み、仕事への満足度や働き

やすさ を高めていく 。

• 内容は多岐にわたるが、経営陣も 積極的に関与し 、それ

ぞれの目標達成に向けて着実に進めている。• 時差出勤やフレックス制度など、導入可能な変形労働時

間制について検討し た。

• 就業時間や休日に関する就業規則の見直しに着手し た。

• 導入可能なD Xツールの情報を 収集し 、社員教育を 含め

た支援制度を検討し た。

•「 組織活力分析」を 実施し 、社員の意見や要望、現状の課

題を把握し 、改善方針の指針とし た。

• 介護・ 育児・ 病気治療中の社員が仕事と 両立でき るよう

支援し たい。

• 柔軟な働き 方を 導入するため、現場の課題を 把握し 、自

社に適し た制度の導入を進めたい。

• 若年層や高齢の社員が活躍できるよう 、安全面や業務負

担を考慮し た環境改善を行いたい。

• 社員の意見や要望を把握し、社員満足度の向上を図りたい。

服部地質調査 株式会社　（ さ いたま市）

課 題

多様な働き方導入のための労務管理制度の見直し

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

仕
事
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製造業

設　 　 立／1 9 4 3 年　 従業員数／7 6 名(女性5 名　 男性7 1 名)

事業案内／油圧式裁断機、サーボクランク式裁断機等の製造

　 社内メ ンバーで検討すると 、どうし ても 長期的施策が欠

け、近視眼的になってしまいます。

　 今回アド バイ ザーに入っていただいたこと で、将来的な

展望に沿った施策を検討・ 実施すること ができまし た。

• ソ フ ト 面ではイ ンタ ーン シッ プ制度、 メ ン タ ー制度、

人事評価制度の創設と 広告宣伝の強化、 ハード 面では

D X化の推進や食堂・ ト イ レ の改修に取り 組むこ と と

し た。

• 女性の採用が企業の課題解決につながる と 認識し 、 人

事戦略と し て女性の採用を 推進する 方針を 示し た。 今

後、 高い意識を 持ち 、 変革を 進めていく 。
• ソフト 面・ ハード 面の双方から 、女性の採用を 進めるため

の施策を 検討。イ ンタ ーンシッ プ 制度の導入、企業説明

会や面接手法の見直し 、採用ページの改修など、多岐に

わたる取り 組みを重ねた。

• 施策を 短期・ 中期・ 長期に分類し 、短期で実施するも のは

支援期間内での実行を 目指し た。実施後は1 つずつ評

価・ 支援を行い、施策の改良を進めた。

• 女性従業員を採用し たいが、応募がほと んどない。

• 男性社員の育児休業取得率の高さ や、離職率の低さ と

いった働きやすさ を、外部へアピ ールできていない。

• 出産や育児を 経験し た後であっても キャリ アを継続でき

る仕組みを 整え、女性管理職の育成を 進める必要があ

る。

曙機械工業 株式会社 （ 本庄市）

課 題

女性社員増員に向けた人事制度創設と

会社設備の改修

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

設　 　 立／1 9 7 6 年　 従業員数／3 3 名(女性3 3 名　 男性0 名)

事業案内／レンタ ルオフィ ス・ 貸会議室等の運営

　 育児介護休業法改正前に余裕をもって内容を確認し 、事

業所の課題を 把握できまし た。同時に就業規則の見直し・

改訂内容を 全体で共有すること で、育児介護休業への理

解も 深まりまし た。今後も 就労継続のための環境整備に努

め、家庭と 仕事の両立ができる職場を目指します。

• 制度導入を 前倒し すること で、育児・ 介護休業制度の重

要性を会社とし て認識し ていること を示すこと ができた。

• 社内イント ラ ネット を 活用し 、全スタッフ が内容を 理解で

きるよう 周知を徹底し た。

• 活用できる休業制度の詳細を各事業場に掲示し 、制度利

用時の社内申請様式も 確認し た。

• 1 0 月の改正内容についても 前倒し 導入を 検討し 、「 困っ

たと きはお互い様」の意識を引き 続き 共有し ていく 。
• 令和7 年4 月1 日の育児・ 介護休業法改正を 見据え、先ん

じ て制度導入し た。

• 子の看護休暇の対象範囲拡大や利用目的の明確化、介

護時に活用できる休業制度の周知が主な改正点と なる

ため、代表も 加わり 改正内容の確認を行った。

• 介護は予見が難しく 、突発的に発生する可能性があるた

め、業務の棚卸を実施し、属人的な業務がないか確認した。

• 女性スタッフ のみの職場であるため、ワーク ラ イフ バラ

ンスへの配慮が不可欠と なっている。

• 育児だけでなく 、介護などの課題に直面し ても 働き 続け

ら れる職場環境の構築が急務である。

• 事前に実施し た組織分析の結果、就業規則などの会社

ルールが社員に十分周知さ れていないこと が明ら かに

なった。

株式会社 M i o  （ さ いたま市）

課 題

育児介護及び看護休暇制度の前倒し 導入と

社内制度整備

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

物品賃貸業
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• 持続的な給与体系の策定に向けたプ ロジェクト を 立ち

上げ、給与体系の見直しについて検討を重ねた。

• 職務内容や責任が適正に反映さ れる賃金規程への改定

を 進めると と も に、職員の約7 割を 占める 有期雇用や

パート の非常勤職員に対し 、同一労働同一賃金の確保を

図るため、多様な働き 方に対応し た就業規則と 賃金規程

の検討を行った。

設　 　 立／1 9 9 0 年　 従業員数／2 3 2 名(女性1 5 1 名  男性8 1 名)

事業案内／障害者の地域自立支援のためのサービス提供

　 賃金規程改定に伴い不利益変更と なる職員が想定さ れ

まし たが、当該職員へ配慮すべき 点や説明する際の注意

点など具体的な助言を 得たこと で慎重な議論を 重ねるこ

と ができまし た。

• 職務評価に基づいた給与規程と なる よ う 等級を 再設計

し 、 正職員に「 時間制限職員」 を 新設する こ と で、 非

常勤職員から の転換を 促す体系と し た。 令和7 年度内

の規則改定手続き 完了を 目指し ている 。

• 法人設立以来初めての大規模な賃金規程の変更と なる

が、 経営陣も 含め積極的に取り 組んでいる。 施行後は、

優秀な人材の確保・ 定着につながるこ と が期待できる。

• 加速する深刻な人材不足の中、職員の定着と 新たな人

材確保が喫緊の課題と なっている。

• 多様な働き 方を 望む職員層と 、より 責任ある立場を 担う

職員層が互いに活躍し 、両者が納得できる処遇改善や賃

金改定が必要と なっている。

社会福祉法人 昴　（ 東松山市）

課 題

賃金制度の見直し改訂と時間制限職員制度の導入

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

医療・ 福祉

設　 　 立／2 0 1 5 年　 従業員数／8 0 名(女性6 0 名　 男性2 0 名)

事業案内／特別養護老人ホーム、ショ ート ステイ の運営

　 伴走型なら ではの主体性を 重視し た支援に満足し てい

ます。雇用環境の整備が人材の定着やキャリ アアッ プに繋

がること を期待し ています。

• 中学校就学前の子を 持つ職員を 支援する ため、 「 子育

て支援常勤職員」 を 新設し た。

• 「 常勤職員」 「 非常勤職員」 と あわせた3 つの雇用区

分を 運用し 、 それぞれの定義付けと 処遇の理由付けを

行っ た。

• 職員の納得を 得る こ と で、 公平で安心感のある 職場環

境の実現を 目指す。
• 夜勤なし 、曜日固定勤務、ワンシフト 制など常勤正職員と

は異なる働き方をする場合でも 正職員の位置づけと する

ために、雇用区分の整理と 各区分の定義付けを行った。

• 雇用区分の整理後、それぞれの区分について、手当支給

など処遇の精査と 理由付けを実施し た。

• 夜間の労働時間数の変更を検討し た。

• 子育てなど個別の事情に応じ た働き 方を 進めてき た一

方で、職場内に処遇の不公平感が生じ ている。

• 雇用区分と それに対応し た処遇の整備。

• 育児中の従業員が働きやすい環境を整備。

社会福祉法人 一心会　（ 東松山市）医療・ 福祉

課 題

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

育児支援の充実に向けた「 雇用区分」の拡充
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設　 　 立／1 9 9 0 年　 従業員数／1 9 名(女性1 1 名　 男性8 名)

事業案内／建設コンサルタ ント 業・ 障がい者就労移行支援事業

　 働きやすい環境を整える取り 組みとし てテレワーク 制度

を導入すること ができまし た。今後は管理職への昇進意欲

を高めら れる仕組みや環境づく りを行っていきたいと 考え

ています。

• 妊娠・ 出産から 育児休業、子育てと 仕事の両立、女性特

有の体調の変化（ PM Sや更年期障害）について、男女と

も に理解を深める重要性を再認識し た。

• 両立支援の有効な手段とし てテレワーク 制度の導入が

適し ていると 判断し 、規程の整備を行った。

• 管理職に対する固定観念を 取り 払い、ワーク ラ イフ バラ

ンスに配慮し た職場環境の中で、それぞれが職責を 果た

せるよう 取り 組みを開始し た。

• 役職者と なる女性社員の業務を洗い出し 、従来業務の見

直し を 実施。その上で、女性管理職とし て働く 際の阻害

要因や管理職への昇進時の懸念事項、男女間の職域の

違いの有無について検討し た。

• 管理職への昇進意欲を 高めるため、ワークラ イフ バラン

スを前提とし た取組を検討し た。

• 両立支援制度の導入に向けた検討を進めた。

• 女性管理職の比率向上と 、登用後のワークラ イフ バラン

スに応じ た働き 方の整備。

• 性別による役割分担の固定観念の見直し 。

• 男女と も に活用できる両立支援制度のルール整備。

• 男女を問わず、管理職への昇進意欲を高める取組。

株式会社 ホウユウ （ 吉川市）

課 題

女性活躍のための制度導入と 両立支援策の導入

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

サービス業

設　 　 立／2 0 1 5 年　 従業員数／5 0 名(女性4 2 名　 男性8 名)

事業案内／訪問介護、定期巡回随時対応型訪問介護看護　 等

　 多様な働き 方への対応とし て、キャリ アアッ プに対する

法人の姿勢を示すこと ができ 、大変有意義でし た。支援後、

採用面接で法人の方向性や評価の在り 方を 共有でき 、高

評価を 背景に採用者が増加し まし た。法人のビジョ ンが伝

わり 、職員の自主性や積極性が向上しまし た。

• 個別事情に応じ た働き 方に対応し てきたが、制度化さ れ

ていなかったため、根拠が不明確である。

• 柔軟な働き方を整備し 、人材確保を図り たい。

• 職員の能力・ 意欲を適切に評価し 、成長を後押しし たい。

• 社員のスキルや見識の向上を図り たい。

• 多様な働き 方と 、それに対応する処遇のすり 合わせを 行

い、雇用区分を整備し た。

• 職員のキャリ ア形成の観点から 、会社が期待する役割を

等級別に明確化し 、キャリアパスを整備し た。

• キャリ アパスの運用に向け、評価基準を 整理し 、人事考

課制度を整備し た。

• コミ ュニケーショ ン研修を実施し た。

• メ ンタ ー制度の構築と 導入に向けた取り 組みを進めた。

撫でし 子 株式会社　（ 鴻巣市）

課 題

働き方にあわせた柔軟な処遇、

雇用区分及びキャリアパスの整備

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

• 働き 方や役割に応じ た処遇と すること で、挑戦し たい者

や自分のペースで働き たい者に合った雇用体系を 準備

でき、多様性への対応など有用性が期待できる。

• 柔軟な 働き 方を 会社の制度とし て受け入れること によ

り 、さら なる人材確保が期待できる。

• 既存の職員に対し ての多様な働き 方制度の導入や適切

な評価により 定着が期待できるとと も に、公平な処遇に

よる安心感も 提供できるも のと 期待する。

医療・ 福祉同
一
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設　 　 立／1 9 6 3 年　 従業員数／1 3 名(女性2 名　 男性1 1 名)

事業案内／電気工事業

• 段階的に勤怠管理システムによる管理を 開始し て設定

の修正などを 行い、負担と なっていた勤怠集計業務にお

いて大幅な効率化が見込める状態と なった。

• 今後は給与ソフト と の連携も 行い、勤怠管理から 給与計

算までを自動化できる見込みである。

• 勤怠管理システムの導入を目指し 、勤怠システムの機能

やメ リット を理解し ながら 、どの勤怠システムを使用する

かを検討し 、選定を行った。

• 就業規則や3 6 協定を 確認し ながら システムの初期設定

を 行い、自動打刻や残業・ 有給休暇の申請など、勤怠管

理については全てPC・ スマート フォンで完結出来るよう

設定を行った。

• 省ける作業はできるだけ無く し 、業務を 効率化すること

で、長時間労働を解消し たい。

• タ イ ムカ ード の使用や、紙での残業申請を 行っているた

め、勤怠の手集計が発生し ており 、従業員の負担と なっ

ていると 同時に、正確な集計が行われているか不安も あ

る。

毛塚電気工事 株式会社 （ さ いたま市）

課 題

勤怠システムの導入と 労働時間管理の効率化

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

　 勤怠管理システムの導入により 、業務効率化と データ の

一元管理を実現。従来のタ イムカ ード や紙での申請に伴う

誤記入・ 確認漏れが解消さ れ、リ アルタ イ ムでの勤怠確認

や申請・ 承認がスムーズになりまし た。

　 また、紙の申請を 廃止し 、環境配慮を 進めつつ印刷や保

管の手間を 削減。データ の自動集計・ 分析により 管理者の

負担が軽減し 、残業時間の管理も 容易になりまし た。

建設業

設　 　 立／1 9 5 0 年　 従業員数／5 2 名(女性1 3 名　 男性3 9 名)

事業案内／総合建設業（ 土木・ 建築工事）

　 アド バイ ザーの支援により 雇用区分の明確化と 制度化

が図れまし た。今後は待遇改善に取り 組み人材確保を進め

ていきたいです。

• 令和7 年4 月に再雇用規程、嘱託従業員就業規則、パート

タ イマー就業規則の改訂を届出予定。

• 同一労働同一賃金の検討に伴う 業務の棚卸し を 通じ て

全社的な課題が明確と なり 、休暇制度や継続雇用に向け

た新たな施策の検討を進めている。

• 多様な働き 方が明確になり 、継続的な周知・ 募集を 行う

こと で、優秀な人材の確保が期待できる。

• 労働環境の改善を 進め、労働効率の向上、生産性向上、

若手社員の満足度向上につなげる。

• 雇用区分の定義を 再検討し 、区分ごと の職務・ 業務内容

や責任の程度を見直し た。

• 外国人材の活用に向け、教育の充実と 円滑な受け入れ

を並行し て検討し た。

• シニア人材向けに、再雇用者・ 嘱託従業員の就業規則を

見直し 、採用活動も 進めた。

• 職場環境の改善に向け、年次有給休暇の指定付与制度

やハラスメ ント 防止の規定化を検討し た。

• 同一労働同一賃金等に対応するため、雇用形態別の就

業規則の整合性を取り つつ見直しを図る必要がある。

• シニア社員の短時間勤務、嘱託勤務、外国人雇用など、

多様な働き 方の制度を明確化し 採用の定着を図る。

• 若手社員を 中心に休日の確保など建設現場での働き 方

改革及び生産性の向上を図る。

和光建設 株式会社 （ さ いたま市）

課 題

同一労働同一賃金対応の為の

雇用形態の検討と 再構築

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

建設業

長
時
間
労
働
の
見
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設　 　 立／1 9 7 2 年　 従業員数／9 4 名(女性1 8 名　 男性7 6 名)

事業案内／基礎杭の開発及び杭打ち工事

　 当社は社員が安心し て働き 続けること のできる職場環

境を追求し ております。

　 今回の支援をきっかけとし て更なる充実を図っていきた

いと 思います。

• 建設業での週休２ 日（ 年間休日1 1 6 日）は求人市場への

遡及効果が期待できる。今後は年間休日1 2 0 日を目指し

て引き 続き 取組を進めていく 。

• インタ ーバル制度の導入については事業場の過半数従

業員を対象とし て導入を進めている。

• 人事での若返り を 図り 3 5 歳の若手2 名を 部長職に抜擢

し たこと で、社内の風通し が良く なり 部署間での連携が

強化さ れた。権限の委譲により 責任が生まれ個々の能力

アッ プに繋がっている。
• 祝日を含めた週休 2 日制の導入により 、 公休日を 1 1 0

日から 1 1 6 日に増加。

• 高卒者初任給の給与水準アッ プ。

• 勤務間イ ンタ ーバル制度を 導入し 、 長時間労働後の心

身回復を促進。

• 古き 良き 建設業の精神を 継承し つつ、 働き 方改革に対

応するため人事制度を刷新し 、経営層を若返ら せた。

• さらに、 縦割り の業務を見直し 、 各部門に権限を委譲し

意思決定を迅速化し た。

• 若手の採用ができ ずこ のままでは事業継続も 危う い状

況である。

• 長時間労働・ 少な い 休日・ 体力勝負など の建設業のイ

メ ージを払拭し たい。

• 労働時間短縮でも 生産性を 向上さ せるための取り 組み

や実行に移すための経営層の理解が必要。

• 新たな時代に対応出来る建設業への変革を図り たい。

千代田工営 株式会社　（ さ いたま市）

課 題

週休２ 日制、インタ ーバル制度の導入と

社内意識の改革

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

建設業

　 2 0 2 4 問題に伴うド ライバーの給与改定のための考慮す

べき 内容の支援を いただき 、今後推測さ れる最低賃金の

上昇を踏まえた給与改定に取り 組んでいきます。

• 荷主と の交渉により 、1 日3 0 分、月1 0 時間の労働時間削

減が見込めるよう になった。

• 年次有給休暇の一斉付与により 、年間4 0 時間の労働時

間削減が見込めるとと も に、有給休暇を 取得し やすい環

境が整った。

• 賃金体系の変更に際し 、最低賃金の上昇を 見込んだ昇

給を 実施すること で、不利益変更を 回避し 、労働時間に

左右さ れない安定し た賃金支給体制を確立し た。

• 労働時間を 精査し た結果、特定のド ラ イ バーに負担が

偏っていること が判明し 、社内での勤務調整や荷主と の

積み込み時刻の交渉を行った。

• ド ラ イ バーの変形労働時間制と 固定時間外手当を 廃止

し 、1 日8 時間・ 週4 0 時間の時間管理と 、時間外労働に応

じ た精算方式へ移行し た。

• 年次有給休暇について、計画的付与方式を 導入し 、一斉

付与を実施すること にし た。

• 長時間労働が常態化し ており 、新規採用において不利な

傾向がある。

• 全職種で変形労働時間制を 採用し ているため、特にド ラ

イバーの労働時間管理が複雑化し ている。

• 働きやすい職場づく り の一環とし て、年次有給休暇の取

得を促進する必要がある。

設　 　 立／1 9 6 4 年　 従業員数／3 3 名(女性9 名　 男性2 4 名)

事業案内／運送業、倉庫業

昌和倉庫運輸 株式会社 （ 朝霞市）

課 題

ド ライバーの長時間労働削減の為の

労働時間の平準化と 賃金の見直し

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

運送業長
時
間
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設　 　 立／2 0 0 9 年　 従業員数／4 名(女性0 名　 男性4 名)

事業案内／造園業

• 年間所定労働日数を 大幅に削減し 、長時間労働の削減

につなげた。

• 有給の夏季休暇制度を8 月に試験導入し 、疲労の軽減や

リフレッシュ、家族と の時間確保を可能にし た。

• 国の働き 方改革推進支援助成金を 活用し 、軽ト ラック を

増車し た。

• 従業員一人ひとり が作業効率を 意識し た業務に取り 組

むこと が期待さ れる。
• 就業規則の整備を行い、現状に即し た3 6 協定の締結・ 届

出を実施し た。

• 身体的負担の大き い夏季に長期休暇を 取得できる制度

を検討し た。

• 時間単位で取得可能な休暇制度、ボラ ンティ ア休暇、創

業記念日休暇などの特別休暇制度を 整備し 、1 月1 日よ

り 運用を開始し た。

• 長時間労働や休みが取り づら い建設業（ 自社）のイメ ー

ジを払拭し たい。

• 生産性の向上につながる各種制度の導入を検討。

• 猛暑対策とし て夏季長期休暇を検討。

• 働きやすい職場環境の整備し たい。

• 会社ルールの基礎を整備し たい。

山口庭園　（ 入間市）

課 題

長期休暇制度の導入による長時間労働の削減

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

　 支援を 受けて、国の助成金制度を 活用すること ができ 、

車両１ 台の増車を 実現。車の段取り がスムーズになり 、作

業効率向上と 従業員の負担軽減を 達成し まし た。

　 さらに有給休暇を増やし 、社員のモチベーショ ンも 向上。

「 職人は日給月給、土曜も 勤務」が常識だった建設業の慣

習を破り 、業界の見本と なる体制づく りに挑戦し 続けます。

建設業

設　 　 立／1 9 9 8 年　 従業員数／9 名(女性3 名　 男性6 名)

事業案内／塗装業、イ ベント 企画

　 勤怠管理の見直し や就業規則の整備により 、労働環境

が改善し まし た。個人特性分析や組織活力測定の結果が

大変参考になり 、今後も 定期的に実施し 、社員の意識やモ

チベーショ ンを 把握し ながら 、より 働き やすい環境を 目指

します。

• 現場までの移動が、通勤か勤務かを 明確にし 、勤務に該

当すると 想定し た手当を 新たに設け支給するよう にし

た。そのための就業規則も 整備すること ができた。

• 個人の特性分析および組織全体の活力測定を 実施。社

員の意識やモチベーショ ンが数値化さ れ、具体的な施策

を考えること ができた。

• 現場までの移動や会社での朝礼・ 終礼と いった現場作業

以外の業務を見直し た。

• 作業日報を 精査し 、現場単位の作業時間を 検証するよう

にし た。

• 勤怠は作業日報を エク セルに転記し 手計算をし ていた

が、エクセルを加工し 、勤怠集計を自動化し た。

• 長時間労働が常態化し ている。特に現場までの移動時

間の取り 扱いが曖昧と なっており 、長時間労働の一因と

なっている。

• 各社員に日々の作業日報を 提出し てもらっているが、申

請通りに残業を認めているため、必要性や効率性を検証

できていない。

有限会社 美光　 (上尾市)

課 題

作業現場への移動時間、ルールの明確化、

作業日報の見直し

取組内容

結果・ 期待さ れる効果

支援を受けての感想・ 今後の展望

建設業 長
時
間
労
働
の
見
直
し
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